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Ｄ 可搬統合型小型地上システムの研究
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用語 用語説明 

アーキテクチャ ハードウェア、OS、ネットワーク、アプリケーションソフトな

どの基本設計や設計思想。 

アウトリガ 可搬統合局のアウトリガとは、車体横に張り出して接地させる

ことで車体を安定させる装置をいう。 

ウォーターフォール・モ

デル 

システムの開発手順を示すモデル。設計、開発、テスト等の作

業工程を順番に実施し前工程に戻らないように進める方式。 

衛星ライフ 衛星の打上げから実際に機能停止の状態に陥るまでの期間を

指す。 

オールインワン 可搬統合局 1台で衛星とのコミュニケーション（UL/DL）から、

受信データの基本的な処理及び高次処理までの機能を具備し

ていること。 

オルソ 「正しい、ひずみの無い」という意味。GIS においては「ひず

みを修整」のことを「オルソ」と呼ぶ。 

画像 I/O 性能 画像処理全般に関する入出力処理の性能のこと。 

画像分析機能 ある目的に沿って、画像上の情報を分析する機能のこと。ここ

では、DSM 差分抽出、マルチ画像分析、メッシュ解析を指す。

幾何補正処理 地図や画像などの空間位置の誤差を除き、基準点を用いて正確

な地理座標を与えること。 

軌道決定 様々な観測データから、衛星のある時刻における位置と速度を

求めること。 

局間伝送シミュレーショ

ン 

遅延装置を用いた疑似環境と東京―北海道間をインターネッ

ト回線で接続した実環境において、伝送を実施すること。この

シミュレーションよって、帯域、遅延時間、パケットロス及び

RAM ディスクの使用量を測定する。 

光学補正処理 周辺光量の落ち込みと色収差による画像ムラを補正すること。

高次処理 パンシャープン処理、オルソ処理、DSM 処理の総称のこと。 

小型化等による先進的宇

宙システムの研究開発 

低コスト、短期の開発期間を実現する高性能小型衛星を開発す

ることを目的とし、経済産業省（当初は独立行政法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構）が平成 20 年度から実施する研

究開発事業。 

コマンド 地上から衛星に指令を与えるために送られるデータ。 

コンステレーション 複数の人工衛星で協調した動作を行いシステムの目的をはた

すこと。 

コンピュータアーキテク

チャ 

コンピュータ（主にハードウェア）の基本設計や設計思想など

の基本設計概念をいう。 

最適化ソリューション 伝送する拠点間の帯域を十分に活用することを目指した、ネッ

トワーク伝送を最適化による解決法のこと。WAN の高速化やト

ラフィックの平滑を含む。 

主題図 利用目的に応じてある特定の主題を表現した地図のこと。 

例えば、人口などの統計データや経済、自然などの様々な事象

をテーマ（主題）として、それを地図上で色分けや円グラフな

どを使って表現したもののこと。 

情報統合機能 多様なデータを集約し、統合的に分析できるように管理する機

能のこと。 

ステレオペア画像 イメージマッチングに使用する二枚のステレオ画像のこと。 
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ストリーム方式 通信回線で送受信される画像等のデータをリアル-タイムで再

生する技術方式をいう。 

総合システム開発仕様書 衛星と地上システムを総合システムとして運用するために、衛

星、地上システムの各々に機能・性能を規程した仕様書。 

地物抽出手法 シーン中に存在する地物（河、山、植物、橋、鉄道、建築物な

どの総称）を抽出する手法のこと。 

中間ファイル 処理系で、あるファイルを作成する途中に作られるテンポラリ

ファイルのこと。 

テレメトリ 衛星から地上に送られる衛星内部の状態を表すデータ。 

ナショナルアーカイブ リモートセンシングデータの組織的整備を指す。 

ノミナル 標準的、定常的の意。 

パンクロマティック ほぼ可視光線のすべてに感光するセンサによって撮像、生成さ

れるグレースケールで表示されるシングルバンドのこと。 

パンシャープン パンクロマティック（モノクロ）とマルチスペクトル（カラー）

の合成処理をいう。 

被雲率 衛星画像データ中の雲に覆われている領域の割合のこと。 

ピクセルスペーシング 画像を構成する隣りあう 2つのピクセルの中心間の距離。 

復号処理 暗号化されたデータ列を、平常のデータ列に復元する処理のこ

と。 

プロトタイピング 設計を様々な観点から検証するため、不完全だが実動するモデ

ル（プロトタイプ）を早期に製作する手法および過程をいう。

変化抽出手法 複数のデータを比較し、変化した領域を抽出する手法のこと。

マルチバンド スペクトルを複数に分けて撮像が行われたバンドのこと。 

ミッション運用 衛星がミッションを遂行するにあたって必要な機器を運用す

ること。 

メタデータ あるデータが付随して持つそのデータ自身についての付加デ

ータを指す。 

リファレンスデータ パンシャープン処理における出力補正処理で、補正の参考に使

用するデータのこと。 

AOS Acquisition of Signal の略語。 

衛星が可視範囲に入り上空に見え始めること。LOS（Loss of 

Signal）：衛星が上空から見えなくなること。 

CCD Charge-Coupled Device の略語｡ 

隣り合った素子の間の電荷的な結合を利用して、次々と電荷の

状態が送り出されることにより信号がやりとりされる素子の

こと。 

CSW Catalog Services for the Web の略語。 

地理空間データ、サービス、および関連リソースを記述する情

報（メタデータ）のコレクションを検索、取得、および更新す

る機能を提供する。 カタログは、特定の情報モデルまたは規

格に準拠するメタデータを登録するために使用する。 

DB Database の略語。データベース。 

DEM Digital Elevation Model の略語。 

地表面の地形情報をデジタル化した数値標高モデルのこと。 

DSM 建物等を含む全ての地表面の情報をデジタル化した数値表層

モデルのこと。 

ebRIM 国際標準団体OASISによって定義されたEビジネスなど多様な

分野におけるデータ交換に必要な情報モデル。 
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EOP Earth Observation Profile の略語。 

地理空間情報メタデータ標準として EOP は衛星データに特化

して設計されている。 

GIS Geographic Information System の略語。 

位置や空間に関する様々な情報を、コンピュータを用いて重ね

合わせ、情報の分析・解析を行い、情報を視覚的に表示する地

理情報システム。 

GPS 軌道決定処理 GPS（Global Positioning System）を使って、精密な人工衛星

の軌道決定を実施すること。 

H/W Hard Ware の略語。ハードウェア。 

H/W アーキテクチャ ハードウェア機器の基本構成や設計思想のこと。 

HK 運用 人工衛星としての基本機能に必要な機器を運用すること。 

ISO International Organization for Standardization の略語。 

工業分野（電気分野を除く）の国際的な標準である国際規格を

策定するための非政府組織。 

ISO19115/ISO19118 19115 は地理空間情報及びサービスを記述するために必要なデ

ータの論理的構造を表す規格、19118 は空間データの符号化に

関する規格をいう。 

JMP 国土地理院と民間企業との共同研究により作成した地理情報

標準（JSGI）の中から特に情報の発見、評価、入手に必要なメ

タデータ要素を集めて標準化された日本版のメタデータサブ

セット。 

L0 処理 衛星からダウンリンクした前処理データに復号処理・パケット

分離処理を施すこと。 

L1 処理 L0 データから切り出し、ライン生成された生データにラジオ

メトリック補正と幾何学的補正を施すこと。 

OGC Open Geospatial Consortium の略語。 

地理空間に関する情報の標準化などを推進している非営利団

体である。 

RPC 有理多項式係数（Rational Polynomial Coefficient）の略で、

衛星画像と地上の幾何学関係を関連付ける変換係数のこと。 

SOM satellite operations manual の略語。 

衛星操作のためのマニュアル。 

UL/DL UPLINK/DOWNLINK の略語。 

アップリンクとは衛星を利用する際に地上局から衛星に向け

て送信される通信経路のこと。反対方向の通信はダウンリンク

と呼ばれる。 
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Ｄ－１ 事業の目的・政策的位置付け 

Ｄ－１－１ 事業目的 

我が国の宇宙産業は、宇宙機器産業から利用サービス、ユーザー産業群まで

含めると、総額７兆円を超える規模の一大産業に成長している。我が国の宇宙

開発は、これまで研究開発が中心であったことから、開発される宇宙システム

（衛星、衛星の追跡管制やデータ受信処理を行う地上システム、ロケット等）

も政府系研究開発機関が自ら保有し運用することを前提としている。そのため、

性能や価格等の面において国際市場から大きくかけ離れたものとなっており、

我が国の宇宙システムを民間企業が保有するインセンティブが働かず、国際市

場への参入障壁にもなっている。特に、地球観測分野では、これまで我が国衛

星メーカの海外受注実績はなく、また、国内のリモートセンシング産業でも自

ら地球観測衛星を保有する商業オペレータは存在しないのが現状である。 

 こうした状況の中、宇宙システムは、大規模な観測とサービス提供を効率的

かつ地球規模で行うことができることから、世界的に利用が拡大してきており、

近年は先進国のみならず新興国においても、宇宙システムの保有及び利用が拡

大傾向にある。 

 このため、経済産業省は、我が国宇宙産業の国際競争力を強化し国際市場へ

の参入を図るため、今後、科学、地球観測、安全保障等の分野で活用が進む小

型衛星に焦点を当て、大型衛星に劣らない機能を維持しつつ、低コスト、短期

の開発期間を実現する高性能小型衛星を開発するため、別途「小型化等による

先進的宇宙システムの研究開発」を実施している。 

 本事業は、この高性能小型衛星の開発に合わせ、衛星の追跡管制やデータ受

信処理システムの小型化、低コスト化、高性能化、運用の省力化を実現する効

率かつ利便性の高い地上システムについて研究開発を実施するとともに、高性

能小型衛星を活用した技術実証を行うことにより、我が国宇宙産業の国際市場

への参入及び宇宙利用の拡大を図ることを目的とする。 

 

Ｄ－１－２ 政策的位置付け 

平成２１年６月に宇宙開発戦略本部において決定された「宇宙基本計画」に

おいて、我が国宇宙機器産業の国際競争力強化の推進策として、衛星の運用を

円滑に行うための「可搬型データ受信システムやデータの統合・高速処理シス

テムの整備を進める。」とされており、この政策に準じた研究開発である。 

 

Ｄ－１－３ 国の関与の必要性 

我が国宇宙産業は欧米と比べ官需依存度が高いため、直接利益に結びつかな

い地上システムの研究開発や軌道上実証を民間企業のみで実施することはリス

クが高く、かつ、困難である。そのため、我が国宇宙産業の国際競争力の強化
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には、これら研究開発や軌道上実証の機会を国が民間企業へ提供することが必

要不可欠である。特に、衛星の追跡管制やデータ受信処理システムの小型化、

低コスト化、高性能化、運用の省力化を実現するためには、新たな設計思想に

基づく地上システムの開発・試験、軌道上実証が必要不可欠となるため、国に

よる研究開発事業の実施が必要となる。 
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Ｄ－２ 研究開発目標 

Ｄ－２－１ 研究開発目標 

本事業は、「小型化等による先進的宇宙システムの研究開発」において経済産

業省が開発中の高性能小型衛星（光学実証機）の開発に合わせ、衛星の追跡管

制やデータ受信処理システムの小型化、低コスト化、高性能化、運用の省力化

を実現する効率的かつ利便性の高い地上システムの研究開発を実施することで

ある。 

具体的には以下の４つの項目についての研究開発を実施するとともに、技術

検証を行うことを目標とする。 

 

（１）可搬統合局の開発 

（２）画像統合運用システムの開発 

（３）画像高速処理システムの開発 

（４）先進的地上システムの開発 

 

Ｄ－２－２ 全体の目標設定 

 

表 D-2-2-1 全体の目標 

目標・指標 設定理由・根拠等 

（１）可搬統合局の開発 

単独で衛星データが送受信可能となるように

車両に搭載可能なアンテナ、衛星へのコマン

ドが直接送信可能となるように衛星管制機

能、撮像計画機能、コマンド送信機能を有す

る可搬統合局の開発・検証を実施する。 

 

主に災害等の有事での利用を想定した場

合、固定化された地上局では、電力・通信

網遮断等による衛星データの受信及びデー

タ配布の制約リスクを回避するため。 

 

（２）画像統合運用システムの開発 

衛星から取得したデータと過去に撮像した同

一地点のアーカイブデータを活用した画像デ

ータの統合運用を可能とするシステムの開

発・検証を実施する。 

災害現場に必要な情報抽出（複数時期のデ

ータを利用した変化抽出や地物抽出など）

や、GIS（地理情報システム）機能の活用に

よる画像データの統合的な利用を可能と

し、利用者にとって利便性の高いサービス

を提供するため。 

 

（３）画像高速処理システムの開発 

衛星から取得したデータの L0 処理、L1 処理、

高次処理、大容量データ I/F に対する高速処

理技術の開発・検証を実施する。 

 

迅速なプロダクト提供は利用者にとっての

利便性が高いため。 

 

（４）先進的地上システムの開発 

運用要員の低減とユーザー本位なシステムの

実現をめざし、地上システムの小型化、低コ

スト化、高機能化、運用の省力化を実現する

ためのシステムを開発・検証を実施する。 

効率的かつ利便性の高い利用者重視の地上

システムを実現することで、利用者にとっ

て利便性の高いサービスを提供するため。 
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Ｄ－２－３ 個別要素技術の目標設定 

 

表 D-2-3-1 個別要素技術の目標 

要素技術 目標・指標 設定理由・根拠等 

（１）可搬統合局の開

発 

  

①車両総重量の軽量

化 

車両総重量を 20t 以下とす

る。 

可搬統合局が機動的に出動するた

めには一般道を制限なく走行する

必要がある。そのためには車両制限

令（道路法）による「特殊車両通行

許可」申請が不要な重量制限（20t）

を満たす必要があるため。 
②アンテナ搭載型車

両 

アウトリガの安定度に関する

性能要件はアンテナ設置要件

を適用し以下の設定とする。

【性能要件】 

設置面傾斜： 

水平面から±5° 

初期姿勢： 

水平面から±0.5° 

運用時安定度： 

初期姿勢から±0.1° 

アンテナ製造メーカから、アンテナ

を車両に搭載し衛星運用を行うた

めの設置要件が提示されている。 

 

③可搬局セットアッ

プ（アンテナ組立）

の高速化 

アンテナ組立の 3工程（アウ

トリガの設置、Feed の取り付

け、アンテナパネルの取り付

け）を 2名で 2時間以内に実

施する。 

発災時における可搬局の運用タイ

ムラインを現地到着後 2時間で組

立と想定している。 

可搬局の運用者の想定は 3名であ

りトラックの定員乗車人数から規

定した。1名はアプリケーションの

立ち上げ等の作業を担当、2名でア

ンテナ組立作業をする必要がある。

（２）画像統合運用シ

ステムの開発 

  

① 統合運用フロー

の作成 

災害発生時における統合運用

手法を確立し、可搬統合局及

び統合運用の実施フローから

可搬統合局の運用時間や情報

提供までの時間を整理しモデ

ルケースにおいて情報提供時

間の有効性を検証する。 

自然災害の被害状況等、時々刻々と

変化する様々な事象の把握のため

には、衛星から得られるデータとそ

の他のデータを統合的に処理し迅

速に提供することが必須となる。 

②主題図作成の自動

化 

主題図作成の自動化を実現

し、統合運用人員の省力化を

実現する。 

可搬統合局の運用人員 3名にて統

合運用を実施するためには、機能の

自動化による省力化が必須となる。

③主題図様式の 

テンプレート化 

主題図の表現方法を明確化

し、テンプレートとして柔軟

に利用するための表示設定や

レイアウトを確立する。また

主題図の表現に必要な情報を

選定する。 

同一の情報であっても、利用者の求

める表示形式が異なることから、ど

のような表示形式の要望にも柔軟

に対応できるように分析結果と表

示様式を分離し、様式をテンプレー

ト化することが必須である。 
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要素技術 目標・指標 設定理由・根拠等 

④DSM 差分抽出の精

度検証 

DSM 差分抽出アルゴリズムの

確立と、大規模災害における

被害状況の把握に、広域にわ

たる高さの変化情報が有効か

を検証する。 

大規模災害において、広域にわたる

高さの変化情報は被害状況を把握

するために有効であり、必須の機能

となる。 

（３）画像高速処理シ

ステムの開発 

  

① L0 処理の高速化 ストリーム方式での中間ファ

イルの最適なファイル分割サ

イズ検討、復号処理アルゴリ

ズムの確立と高速化手法によ

る処理の高速化を実現する。

【性能目標】 

L0 処理：42 秒 

利用者への迅速なプロダクト提供

のためにはプロダクト生成の高速

化が必要なため。 

以下の検討を実施し実現を見込め

る目標設定である。 

・ストリーム処理方式による処理時

間短縮 

・中間ファイル分割サイズの最適化

・復号処理の高速化 

②L1 処理の高速化 画像 I/O について異なる媒体

での性能比較・検討を行うこ

とにより処理の高速化を実現

する。 

【性能目標】 

L1 処理：70 秒 

利用者への迅速なプロダクト提供

のためにはプロダクト生成の高速

化が必要なため。 

以下の検討を実施し実現を見込め

る目標設定である。 

・CCD 単位の処理並列化による処理

時間短縮 

・画像 I/O 性能の改善 

・処理時間の測定と分析/改善 

③高次処理の高速化 高次処理アルゴリズムの開

発、最適な装置構成により処

理の高速化を実現する。 

【性能目標】 

パンシャープン生成：60 秒 

オルソ生成：90 秒 

DSM 生成：180 秒 

利用者への迅速なプロダクト提供

のためにはプロダクト生成の高速

化が必要なため。 

以下の検討を実施し実現を見込め

る目標設定である。 

・最適アーキテクチャの導出 

・高次処理における各種アルゴリズ

ム 

・高次処理における H/W アーキテク

チャ 

④大容量データ I/F

の高速化 

最適化ソリューションの確

立、局間伝送シミュレーショ

ン実施、最適な装置構成によ

り処理の高速化を実現する。

【性能目標】 

伝送効率：75% 

利用者への迅速なプロダクト提供

のためには大容量データ伝送の高

速化が必要なため。 

以下の検討を実施し実現を見込め

る目標設定である。 

・最適アーキテクチャの導出 

・データ局間伝送の最適化 

（４）先進的地上シス

テムの開発 

  

①撮像予約提供シス

テムの開発 

利用者の利便性に考慮した

Web 注文システムの構築を目

標とする。 

【性能目標】 

利用者拡大のため、誰もが平易に操

作できる Web 検索、注文システムを

構築する必要がある。利便性を考慮

するため、アーカイブ検索の速度向
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要素技術 目標・指標 設定理由・根拠等 

検索速度：4秒以内 

※アーカイブ検索の前提 

登録母数：1,500 万件 

適合件数：500 件 

同時アクセス数：10 

上、複雑な処理パラメーターの簡易

な設定方法を検討する必要がある。

②アーカイブシステ

ムの 開発 

OGC/ISO 準拠のメタデータ設

計、高速な空間検索を行うた

めの検索モジュールの最適化

を目標とする。ナショナルア

ーカイブを視野に入れた国際

標準に準拠した DB 設計を行

う 

【性能目標】 

1500万件から500件のデータ

抽出：1秒以内 

利用者拡大のため、ナショナルアー

カイブシステムとの連携が必須で

あるため。 

利用者の利便性を考慮し最適な DB

選定や設計、チューニングを実施

し、アーカイブ検索の高速化が必須

である。 

③撮像計画管理シス

テムの開発 

撮像計画立案処理の高速化

と、撮像機会の向上を目的と

したアルゴリズムの確立を目

標とする 

【性能目標】 

計画立案（衛星運用計画管理

との合算）時間：15 分以内 

利用者の利便性を考慮し、撮像機会

を増やすためのアルゴリズムが必

要である。また注文の締め切り時間

を衛星が飛来する直前（AOS-30 分

前）まで許容するため、計画立案処

理は 15 分で完了させる必要があり

高速化が必須である。 

④衛星運用計画管理 

システムの開発 

運用計画立案処理の高速化を

目標とする。 

【性能目標】 

計画立案（撮像計画管理との

合算）時間：15 分以内 

利用者の利便性を考慮し、注文の締

め切り時間を衛星が飛来する直前

（AOS-30 分前）まで許容するため、

計画立案処理は 15 分で完了させる

必要があり高速化が必須である。 

⑤衛星管制システム

の開発 

運用の省力化・衛星運用自動

化の検討を行い運用省力化画

面の作成を目標とする。 

【性能目標】 

ノミナル時 1可視運用中の運

用者操作：0件 

従来システムでは、ノミナル時に 3

名で実施していた運用作業を、運用

者 1名の目視確認のみで運用可能

となるようにする。 

⑥軌道制御システム

の開発 

軌道決定運用の自動化、手順

の簡略化、軌道決定精度向上、

最速軌道決定実施タイミング

と処理時間の短縮を目標とす

る。 

 

 

【性能目標】 

GPS 軌道決定精度： 

3m（3σ） 

最速軌道決定処理： 

20 分 

軌道決定の精度は安定的な衛星運

用を行うための重大な要素である。
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Ｄ－３ 成果、目標の達成度 

Ｄ－３－１ 成果 

Ｄ－３－１－１ 全体成果 

地上・宇宙総合システムの開発及び実現に関して、本研究開発と宇宙機側で

ある「小型化等による先進的宇宙システムの研究開発」とで合同の調整会議及

び細部の技術検討を行う分科会により「総合システム開発仕様書」を平成 23

年 3 月に制定した。本仕様書を基にして可搬統合局及びデータセンター（先進

的地上システム）の方向性を定めることができた。概要を図 D-3-1-1-1に示す。 

Ground Segment

可搬統合局

データセンター

ASNARO 衛星

Space Segment

地上局ネットワーク
高速ネットワーク

 
図 D-3-1-1-1 総合システム全体概要 

 

可搬統合局については、衛星とのコミュニケーション（UL/DL）はもとより、

受信データの基本的な処理及び高次処理までの統合的な機能を有したオール

インワンのシステムを開発することができた。 

データセンター（先進的地上システム）は、効率的かつ利便性の高い利用者

重視の地上システムを実現した。先進的地上システムの構成を図 D-3-1-1-2 に

示す。 

データセンター

撮像計画
管理

システム

撮像予約
システム

衛星運用
計画管理
システム

衛星官制
システム

軌道制御システム

撮像データ
処理システム

アーカイブ
システム

Ground 
Station

ユーザ

撮像計画

リソース
情報

コマンド
計画

コマンド

テレメトリ

Raw Data
GPSR/Attitude 

Data

処理要求

処理情報

プロダクトデータプロダクトデータ

撮像
要求

軌道情報

GPSRデータ
軌道
情報

ASNARO
Satellite

S-band
X-band

撮像
計画
結果

トラッキング
データ

プロダクト
データ

注文
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図 D-3-1-1-2 先進的地上システムの構成 

 

画像統合運用については、可搬統合局に具備する変化抽出手法、地物抽出手

法、DEM の生成手法、災害シミュレーション手法を開発した。省力化と時間短

縮を行い実用に耐え得るシステムを開発した。 

高速画像処理については、ハードウェアによる高速化及びソフトウェアによ

る高速化を実現し利用者にとって利便性の高いサービスを実現した。光学補正

処理の高速処理アルゴリズム、幾何補正処理の高速処理アルゴリズム、復号処

理の高速処理アルゴリズムを開発した。 

 

Ｄ－３－１－２ 個別要素技術成果 

（１）可搬統合局の開発 

以下の図 D-3-1-2-1 に可搬統合局の性能の仕様と実績を示す。 

ASNARO

車両寸法※1

風速25m/sで運用中の安定度[解析値]
アンテナ性能

・転倒風速：55m/s[解析値]アウトリガの風に対する強度[解析値]
・転倒風速：34m/s
・滑動風速：35m/s

騒音[実測値]※2

※2：室内騒音は、室内中心且つ床からの高さ1.5mの位置で測定。野外騒音は、地面からの高さ1.5m、車両からの距離1mで測定

※1:車検の結果

空調能力
・20000kcal/h

発動発電機能力
・45kVA
・400V 3Φ 4w

ASNARO

組立て時間

目標

実測値

X-band G/T：28.0dB/K

28.5dB/K

S-band G/T ：13.7dB/K

14.7dB/K

S-band EIRP：85.0dBm
85.0dBm

全長：12m
11.97m

全幅：2.5m

2.49m
高さ：3.8m
3.63m

室内：77dBA
野外：69dBA

車両総重量：20以下
19.9t(車両重量:19.2t、積載:0.5t、人員：0.165t)※1

2.0時間以内

1時間55分

±0.1以内

0.04°(最大)

 

図 D-3-1-2-1 可搬統合局の仕様と実績 

 

可搬統合局に関しては大きく三つの課題があり、それぞれの課題についての

達成状況を以下に示す。 

 

① 車両総重量の軽量化 

可搬統合局は車両制限令（道路法）による「特殊車両通行許可」の申請を必

要とせず、発災時には機動的に一般道を走行することができるように道路法に

定められている重量制限（20t）を満たす必要がある。そのため、必要な機能
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を損なうことなく車両総重量が 20t 以下となるように車両の軽量化、搭載機器

の最適化、アンテナの軽量化を行った。車両の車検時の計測では 19.4t であっ

たため、有事の場合でも機動性を損なうことなく出動できることを確認した。 

 

② アンテナ搭載型車両 

衛星からの画像データを受信するためには、高いアンテナ指向精度が求めら

れる。一方、車体は土台としては不安定であり、衛星を正確に追尾するために

はアンテナを水平かつ安定した状態で設置することが必要である。加えて、ア

ンテナ組立作業時等の危険回避のために様々な措置が必要となる。 

本研究開発では、接地面傾斜±5°の場所への設置、初期姿勢を水平面から

±0.1°以内で設置できるように開発した。また、風速 25m/s 時のアウトリガ

の安定性を確認し、風速 25m/s 環境下での初期姿勢からの変位が 0.04°であり、

衛星の追尾が可能な性能であることを確認した。 

 

③ アンテナの展開 

有事利用における可搬統合局の運用想定は 3 名である。現地に到着後は 1 名

がアプリケーション立ち上げの準備を行うため、残りの 2 名でアンテナの組み

立て作業行う。 

可搬統合局は 2 名で組み立て、設置作業ができるようにアンテナ設計してい

る。可搬統合局の組み立て試験では、2 名で制限時間（2 時間）以内に組み立

てを完了でき、有事の初動対応が迅速に実施できることを確認した。 

 

図 D-3-1-2-2 アンテナの組み立て 

 

 

（２）画像統合運用システムの開発 

画像統合運用については、可搬統合局に具備する変化抽出手法、地物抽出

荷揚げ機を利用し作業を効率化
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手法、DSM の生成手法、災害シミュレーション手法を開発した。省力化と時

間短縮を行い実用に耐え得るシステムを開発した。 

 

① 統合運用の検討 

国内外・平時/有事における可搬統合局の運用局面を整理し、統合運用の有

効性を検討した。可搬統合局の画像分析機能、情報統合機能を最大限発揮する

局面である「国内における有事」、特に自然災害発生時についてのモデルケー

スを設定し、統合運用の有効性を確認した。 

自然災害発生時においては、「新潟県中越地震」を対象とし、大規模地震の

発生時における可搬統合局、及び統合運用の実施フローを整理した。可搬統合

局の運用時間に加え、統合運用による情報提供の時間を時間軸でグラフ化し、

モデルケースにおける実際の状況把握における所要時間と比較を行うことで、

統合運用における情報提供時間の有効性を確認した。具体的には可搬統合局の

到着後、間もなくアーカイブデータ提供を開始できることを確認した。 

 

表 D-3-1-2-1 想定する可搬統合局の運用局面 

 平時 有事 

国内 ・ 教育、トレーニング
・ バックアップ 
・ 地球局機能 
・ データセンター機能 

・災害時における活用 

国外 ・ 地球局機能、データセンター機能、統
合分析機能を備えたオールインワン
システムとしての活用 

・災害時における活用 
・ 安全保障における活用 

 

 
平常時

発災～72h 72h～
災害抑止

経過時間

タイムライン

可
搬
統
合
局

ASNARO
衛星

出
動
要
請

出
動
準
備

移
動

5
時
間
～

組
立

調
整

撮
像
計
画

コ
マ
ン
ド
生
成

U
L 撮

像

D
L

画
像
処
理

統
合
分
析

主題図提供

被
害
状
況
把
握
に

必
要
だ
っ
た
時
間

※

国河川 30時間

県河川 36時間

砂防
72時間
以降も継続

高速道路 36時間

国道路 36時間

県道路 54時間

継続対応

11:00 13:0012:0017:56

24h 48h 72h

アーカイ
ブ提供

0h

衛星画像
提供

抽出情報
提供

12h

※ 減災総プロ 第7回委員会 研究報告書 資料3-1

発災

 
図 D-3-1-2-3 被害状況把握までの時間と主題図提供可能時間の比較 
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② 主題図作成の自動化 

画像データ統合運用システムで作成する主題図は、ASNARO 衛星画像と、可搬

統合局に搭載されたリファレンスデータの統合により、災害情報の抽出を行い、

作成される。 

災害情報の抽出アルゴリズムに関しては、対象とする災害、現象、対象物を

抽出するために利用するデータの種類や画像処理技術が異なるため、それぞれ

の抽出対象に対してモジュール化し実装する必要がある。一方で、主題図を作

成する全体のフローはどのような抽出アルゴリズムを用いる場合においても、

概ね一定の手順で行われる。このことから、主題図作成における一連の手順を

自動化することで省力化を行った。 

また、自動処理に対する設定作業を画像注文時に一括して行う仕組みとする

ことで、可視時間内の運用負荷を削減している（図 D-3-1-2-4）。 

抽出
オーバーレイ
（図面作成）

印刷

画像データ統合運用システム
自動処理

※ 技術者が対応可能な場合、COTS連携に
より自由度の高いオペレーションが可能

手動分析、図面調整

手動処理

現地災害対策本部

情報取得 提供

状況把握

可搬統合局

 

図 D-3-1-2-4 主題図作成の流れ 

 

 

図 D-3-1-2-5 画像データ統合運用システム 運用タイミング 

 

 

自動処理

 

手動設定
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③ 主題図様式のテンプレート化 

画像データ統合運用システムは、アウトプットとなる主題図において、分析

結果の実データと、データを表現するための表示設定ファイル、主題図のレイ

アウトを管理するテンプレートファイルを個別に管理する仕組みを実装する

ことで、利用者ニーズや対象とする災害に応じた表示方法での主題図提供を可

能とした。 

 

図 D-3-1-2-6 主題図テンプレートの一例（建物倒壊状況）  

 

④ DSM 差分抽出の精度検証 

2 時期の画像から高さに関する変化を抽出するため、DSM 差分抽出プログラ

ムのプロトタイピングでアルゴリズムの精度検証（図 D-3-1-2-7）を実施した

後、システム仕様に反映した。 

アルゴリズムの精度検証においては、建物倒壊の被害状況把握を想定し、把

握可能な建物面積に着目した検証を行った。検証においては、ASNARO 衛星を

模擬した 50cm 分解能の衛星画像を利用した。検証の結果、200 ㎡以上の面積

を持つ建物に関して 83.3%の抽出率を示し、単純差分での変化抽出と比較して

も良好な検出が行えることが分かった（図 D-3-1-2-7、表 D-3-1-2-2）。このこ

とにより、ASNARO 衛星画像より作成した DSM の利用においては、大規模な施

設に着目し、被害の概況把握を行う場合において有効であると結論づけられた。 
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図 D-3-1-2-7 DSM 差分抽出の結果 

 

表 D-3-1-2-2 家屋面積別の抽出率 

建物面積 異動家屋（戸数） 抽出家屋（戸数） 抽出率（%） 

100 ㎡未満 20 5 25.0

100 ㎡以上 200 未満 8 4 50.0

200 ㎡以上 6 5 83.3

 

過去データ

新規データ

DSM差分抽出結果
（領域抽出）

(参考)単純差分
抽出結果

DSM差分抽出結果
（家屋抽出）

DSM
差分抽出

前

後

前

後
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（３）画像高速処理システム開発 

画像高速処理を実現する撮像データ処理システムの概要を図 D-3-1-2-8 に

示す。 

 

1シーン分撮像＝約2.1GB

データDL

L1処理

復調処理

撮像データ

復号/L0処理

データ伝送

パンシャープン処理

オルソ処理

DSM生成処理

高次処理レベル1処理レベル0処理

撮像データ処理システム

データ伝送

データ処理

品質検査

データ評価

処理管制

 
図 D-3-1-2-8 撮像データ処理システムの概要 

 

各要素技術の目標と実績を表 D-3-1-2-3 に示す。すべての目標設定値をクリ

アすることができた。なお、従来手法からの処理と比べ、3～6 倍の処理速度の

向上が確認できた。DSM 生成処理は既存システムとの比較を実施し飛躍的な性能

向上を実現した。 

 

表 D-3-1-2-3 要素技術の実績 

No. 要素技術 従来 目標 実績 

1 L0 処理の高速化 125sec 42sec 26sec

2 L1 処理の高速化 200sec 70sec 53sec

3 高次処理（パンシャープン処理）の高速化 340sec 60sec 28sec

4 高次処理（オルソ処理）の高速化 130sec 90sec 20sec

5 高次処理（DSM 生成処理）の高速化 3h41m55sec 180sec 155sec

6 大容量データ I/F の高速化 伝送効率

70%

伝送効率 

75% 

伝送効率

97%
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① L0 処理の高速化 

ストリーム処理の最適化、中間ファイル分割サイズの最適化、復号処理の高

速化の検討を実施することにより処理の高速化を実現した。L0 処理の概念図

を図 D-3-1-2-9 に示す。 

レベル0データ

暗号復号 パケット分離
ストリーム

受信

…

中間ファイル 中間ファイル

……

暗号復号 パケット分離
ストリーム

受信

………

暗号復号 パケット分離
ストリーム

受信

………

暗号復号 パケット分離
ストリーム

受信

………

復調
フレーム同期

伝送ch×処理単位の並列化

HDD(SAS) RAMdisk GPFS+InfiniBand
(RAMdiskで測定を代用)以下のシステム構成を前提

・地球局からの前処理データ
はHDDに保存

・暗号復号→パケット分離の
中間ファイルはRAMdisk保
存で高速化

・レベル0データは、アーカイ
ブシステムに直接書き込み

ストリーム処理の最適化

 

図 D-3-1-2-9 L0 処理の概念図 

 

② L1 処理の高速化 

CCD 単位の処理並列化、画像 I/O 性能の改善、処理時間の測定と分析による

改善の検討を実施することにより、処理の高速化を実現した。L1 処理の概念

図を図 D-3-1-2-10 に示す。 

アーカイブ
システム

レ
ベ

ル
0
入

力

前処理

ラジオメトリック補正係数算出

ジオメトリック補正係数算出

歪補正

プロダクト作成

レ
ベ

ル
0入

力

レ
ベ

ル
0入

力

レ
ベ

ル
0入

力

レ
ベ

ル
0入

力

レ
ベ

ル
0入

力

レ
ベ

ル
0入

力

レ
ベ

ル
0入

力

レベル1処理装置

L0データL0データL0データL0データ
L1データ L0データL0データL0データL0データ

R
A

M
d

is
k

RAMdiskによる
中間ファイルI/F

・CCD単位の並列化
・ファイル保存のRAMdisk化

 

図 D-3-1-2-10 L1 処理の概念図 
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③ 高次処理の高速化 

（ア）パンシャープン 

パンシャープンは、高解像度パンクロマティック画像と低解像度マルチバ

ンド画像とを融合させ、高解像度を持つマルチバンド画像として、パンシャ

ープン画像を生成する。パンシャープンのアルリゴズムの検証と改善、H/W ア

ーキテクチャの検証と改善により、処理の高速化を実現した。パンシャープ

ン処理のフローを図 D-3-1-2-11 に示す。 

パンシャープン画像パンクロマティック画像 ＋ マルチバンド画像

画像入力
入力補正

処理
パンシャープ

ン処理
出力画像

補正
画像出力

出力補正用
データ生成

パンシャープン処理

 

図 D-3-1-2-11 パンシャープン処理のフロー 

 

（イ）オルソ 

オルソは、標高値データ（DEM）を使用し、正射投影することにより、像の

歪みを補正したオルソ画像を生成する。オルソのアルリゴズムの検証と改善、

H/W アーキテクチャの検証と改善により、処理の高速化を実現した。オルソ処

理のフローを図 D-3-1-2-12 に示す。 

画像入力
出力画像
座標計算

標高値抽出
RPCモデル

計算
画素値内挿 画像出力DEM入力

オルソ処理
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図 D-3-1-2-12 オルソ処理のフロー 

 

（ウ）DSM 生成 

DSM 生成は、2 枚の同一地点画像（ステレオペア画像）を入力し、RPC（有

理多項式係数）を用いて標高値を算出することにより、DSM（数値表層モデル）

を生成する。DSM 生成のアルリゴズムの検証と改善、H/W アーキテクチャの検

証と改善により、処理の高速化を実現した。DSM 生成処理のフローを図

D-3-1-2-13 に示す。 

画像入力 プリプロセス 多段マッチング 標高値算出 標高値内挿 画像出力

xN段

エッジ抽出

マッチング

ノイズ除去

内挿

RPC

ステレオ画像 DSM

DSM生成処理

 

図 D-3-1-2-13 DSM 生成処理のフロー 

 

④ 大容量データ I/F の高速化 

最適アーキテクチャの導出検討、データ局間伝送の最適化の検討を実施し、

高速ファイル伝送ツールの適用により、局間伝送の高速化を実現した。検討結

果を図 D-3-1-2-14 に示す。 

Xバンド変調機
(WindowsXP)

L0処理SS
(Linux)

北海道 東京
Internet

PSPBox
(Linux)

FTP8並列(600Mbps)
実効効率:80.4%

FTP(580Mbps)

高速ファイル伝送ツール(700Mbps)実効効率:93.8%

L0処理プロトタイプ1ch(460Mbps)実効効率:61.4%

L0処理プロトタイプ1ch(700Mbps)

WAN高速化装置(210.52Mbps)実効効率:28.2%

WAN高速化装置(210.52Mbps)実効効率:28.2%

①

②

 

図 D-3-1-2-14 大容量データ I/F の検討結果 

 



 

178 
 

（４）先進的地上システムの開発 

先進的地上システムは以下の表 D-3-1-2-4 の７システムで構成される。 

 

表 D-3-1-2-4 先進的地上システム 

システム 機能概要 

撮像予約提供 

システム 

ユーザーの撮像要求をまとめ、撮像計画管理システムに送り、要求結

果の推移情報をユーザーへ通知する。また撮像要求から撮像データの

処理計画を立案し、撮像データ処理システムへ出力し処理状況をユー

ザーへ通知する。 

アーカイブ 

システム 

撮像データ処理システムが処理した全画像データを保存、管理する。

撮像計画管理 

システム 

撮像予約提供システムから受け取った各ユーザーからの撮像要求を

集計し、衛星運用計画管理システムが行うリソースチェック結果から

撮像計画立案、管理を行う。 

衛星運用計画管理 

システム 

軌道制御システムで生成したマヌーバ計画、軌道パラメーター等を使

用して衛星の軌道維持制御計画、また太陽位置情報、日照日陰情報を

使用して衛星の太陽電池パドル、バッテリーの維持管理計画、更には

可視情報を使用して各地球局の運用計画等を立案、衛星テレメトリデ

ータを基に管理運用を実施する。また撮像計画管理システムから受け

取る撮像要求に衛星が対応可能かのリソースチェックを行う。 

撮像データ処理 

システム 

衛星が撮像したデータを、撮像予約提供システムの処理計画に従って

撮像データの光学的幾何学的歪補正処理を行い、処理済データをアー

カイブシステムへ送る。 

衛星管制 

システム 

地球局で受信・復調されたテレメトリデータを取り込み、衛星の動作

状況を監視できるよう様々な処理を行い、衛星運用者へ情報を提供す

る。また衛星運用計画管理システムで立案された衛星バス運用計画及

び撮像計画から、衛星が解読できるコマンドデータに翻訳してアンテ

ナシステムへ出力する。 

軌道制御 

システム 

衛星から送信される GPSR（GPS 受信機）データを入力し、衛星の軌道

を高精度に決定し、衛星を規定の軌道に維持する為の軌道管理を行

う。また軌道決定データを用いて衛星運用上必要となる地球局の

AOS/LOS 時間やマヌーバ計画、各種イベント情報、衛星と太陽の位置

関連情報、月の位置情報を算出、各システムへ出力する。 
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① 撮像予約提供システムの開発 

（ア）平易に操作できる Web 検索／注文システム 

衛星画像を地物判読や解析といった用途で利用するユーザーや、背景図

のような用途で利用するユーザーなど、さまざまな利用目的を持ったユー

ザーが混在する。「ユーザー本意なサービス」を提供するために、各々のユ

ーザーに配慮した設計・開発を行った。 

 

A) ユーザーの習熟度への考慮 
習熟度に合わせた条件指定ができるような設計とした。 

  

図 D-3-1-2-15 習熟度に応じた画面表示（例） 

 

B) ユーザーの使用環境への配慮 
低解像度のモニター使用時でもシステム使用に困難を来さない設計とした。 

  

図 D-3-1-2-16 使用環境に応じた画面表示（例） 

 

C) ユーザーの視認性への考慮 
一覧と地図が連動する設計とし、地図をクリックするとリストも選択される。 

 
図 D-3-1-2-17 視認性に配慮した画面表示（例） 
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② アーカイブシステムの開発 

（ア）OGC 国際標準を利用した分散検索 

ナショナルアーカイブと連携することで、他の衛星データと一括分散検

索できるためユーザーの利便性が向上する。 

ASNARO メタデータを国際標準形式の EOP に対応させ、メタデータ検索の

標準方式である CSW で提供することで、他の衛星データと一括分散検索で

きることを実証した。国内外の地理空間情報メタデータ標準としては ISO 

19115/19118 や JMP も存在するが、EOP は衛星データに特化して設計され

ており、ebRIM を通じた拡張性を保持しているため、今後の情勢の変化にも

より柔軟に適応できる。 

 

③ 撮像計画管理システムの開発 

 （ア）自動化対象の処理 

定常時の運用においては管理者によるオペレーションを必要としない。

撮像予約提供システムから受け付けた撮像要求を基に撮像計画が立案され、

その計画を衛星運用計画管理システムのコマンド生成処理に引き渡す一連

の処理を自動で実施する。自動化による運用者の省力化を実現した。 

 

（イ）気象予報データの利用について 

光学衛星は天候の影響を撮像計画立案の際、気象予報データを利用して

撮像要求地点の被雲率を算出する。被雲率が許容値（ユーザーが注文時に

指定）を超えた撮像地点は、撮像計画立案の計画対象外とする。撮像でき

る可能性が低い地点を計画段階で外し、その分の衛星リソースを他の撮像

に割り当てることで、効率的な撮像計画立案を実現した。 

 

④ 衛星運用計画管理システムの開発 

（ア）計画立案処理の自動化実現 

計画立案作業フローを確立し、HK 運用及びミッション運用の計画立案処

理の自動化を実現した。 

 

⑤ 撮像データ処理システムの開発 

前述（３）画像高速処理システム開発を参照 

 

⑥ 衛星管制システムの開発 

（ア）ノミナル運用時の運用性 

衛星の運用状況をサマリ表示できる画面を使用することで、ノミナル時

の運用者操作が 0件となり、自動化による運用者の省力化を実現した。 
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（イ）運用者復旧操作支援の改善 

衛星異常時のテレメトリをリスト表示し必要な情報に素早くアクセス

できるようにし、指定テレメトリの詳細（SOM）表示を可能としたことで、

効率的に後続の復旧作業が実施できることを確認した。 

 

⑦ 軌道制御システムの開発 

（ア）性能 

GPS 軌道決定処理により、決定精度が 3m（3σ）以下を実現した。軌道

決定処理時間についても、目標値 20 分をクリア（11 分）した。 

 

（イ）自動運用 

定常運用における軌道制御システムの運用は、自動で実施することを基

本とする。自動運用では軌道制御システムのメイン処理が常時動いており、

トリガーとなる処理開始時刻及び、追跡データ発行通知を指定回数受信し

たタイミングで各処理を開始するように実現した。ただし、異常が発生し

た場合には、運用者に異常を知らせる。異常時には異常時対応画面を立ち

上げ、手動操作にて処理実行の指示を行えるように実現した。 

 

 

Ｄ－３－１－３ 特許出願状況等 

 

表 D-3-1-3-1 論文、投稿、発表、特許リスト 

 題目・メディア等 時期 

論文 

発表 

ASNARO 用可搬統合型小型地上システムにおける可搬統合局の開発 

(社)日本リモートセンシング学会 平成 22 年度秋季学術講演会 

H22.11 

論文 

発表 

ASNARO 用可搬統合型小型地上システムにおける高速画像処理システムの開発 

(社)日本リモートセンシング学会 平成 22 年度秋季学術講演会 

H22.11 

論文 

発表 

ASNARO 用可搬統合型小型地上システムにおける先進的地上システムの開発 

(社)日本リモートセンシング学会 平成 22 年度秋季学術講演会 

H22.11 

論文 

発表 

Advanced EO system for the Japanese Small Satellite ASNARO 

SmallSatConference 2011 

H23.8 

論文 

発表 

民間企業のサテライトサービスビジネスの課題と対策 

第 56 回宇宙科学技術連合講演会 

H24.11 
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Ｄ－３－２ 目標の達成度 

 

表 D-3-2-1 目標に対する成果・達成度の一覧表 

目標・指標 成果 達成度 

単独で衛星データが受信可能となるよう

に車両に搭載可能なアンテナ、小型で高

カバレッジな受信システム、衛星へのコ

マンドが直接送信可能となるように衛星

管制機能、撮像計画機能、コマンド送信

機能を有する可搬統合局の開発・検証を

実施する。 

衛星とのコミュニケーション（UL/DL）

はもとより、受信データの基本的な処

理及び高次処理までの統合的な機能を

有したオールインワンのシステム（可

搬統合局）を開発した。 

達成 

衛星から取得したデータと過去に撮像し

た同一地点のアーカイブデータを活用し

た画像データの統合運用を可能とするシ

ステムの開発・検証を実施する 

可搬統合局に具備する変化抽出手法、

地物抽出手法、DEM の生成手法、災害

シミュレーション手法を開発した。省

力化と時間短縮を行い実用に耐え得る

システムを開発した。 

達成 

衛星から取得したデータの L0 処理、L1

処理、高次処理、大容量データ I/F に対

する高速処理技術の開発・検証を実施す

る。 

ハードウェア及びソフトウェアによる

高速化を実現し利用者にとって利便性

の高いサービスを実現した。 

以下のアルゴリズムを開発した。 

・光学補正処理の高速処理 

・幾何補正処理の高速処理 

・復号処理の高速処理 

達成 

運用要員の低減とユーザー本位なシステ

ムの実現をめざし、地上システムの小型

化、低コスト化、高機能化、運用の省力

化を実現するためのシステムを開発・検

証を実施する。 

小型化、低コスト化、高機能化、運用

の省力化を実現する先進的地上システ

ムを開発した。 

達成 

 

表 D-3-2-2 目標に対する成果・達成度の一覧表 

要素技術 目標・指標 成果 達成度

（１）可搬統合局の開

発 

   

①車両総重量の 

 軽量化 

車両総重量を 20t 以下とす

る。 

車検における車両総重量の

測定結果が 19.4t であるこ

とを確認。 

達成 

②アンテナ搭載型 

 車両 

アウトリガの安定度に関す

る性能要件はアンテナ設置

要件を適用し以下の設定と

する。 

【性能要件】 

設置面傾斜： 

水平面から±5° 

初期姿勢： 

水平面から±0.5° 

設置面傾斜： 

 水平面から±5° 

初期姿勢： 

 水平面から±0.1° 

運用時安定度： 

 初期姿勢から±0.04° 

 

達成 
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要素技術 目標・指標 成果 達成度

運用時安定度： 

初期姿勢から±0.1° 

③ 可搬局セットアッ

 プ（アンテナ組 

 立）の高速化 

アンテナ組立の 3工程（ア

ウトリガの設置、Feed の取

り付け、アンテナパネルの

取り付け）を 2名で 2時間

以内に実施する。 

2 名で 2時間以内（1時間 55

分）に設置を完了した。 

達成 

（２）画像統合運用シ

ステムの開発 

   

①統合運用の検討 災害発生時における統合運

用手法を確立し、可搬統合

局及び統合運用の実施フロ

ーから可搬統合局の運用時

間や情報提供までの時間を

整理しモデルケースにおい

て情報提供時間の有効性を

検証する。 

可搬統合局に具備する変化

抽出手法、地物抽出手法、

DEM の生成手法、災害シミュ

レーション手法を開発し

た。省力化と時間短縮を行

い実用に耐え得るシステム

を開発した。 

達成 

②主題図作成の 

自動化 

主題図作成の自動化を実現

し、統合運用人員の省力化

を実現する。 

主題図作成における一連の

手順を自動化することで省

力化を図った。 

また、自動処理に対する設

定作業を画像注文時に一括

して行う仕組みとすること

で、可視時間内の運用負荷

を削減している。 

達成 

③主題図様式の 

テンプレート化 

主題図の表現方法を明確化

し、テンプレートとして柔

軟に利用するための表示設

定やレイアウトを確立す

る。また主題図の表現に必

要な情報を選定する。 

分析結果の実データと、そ

れを表現するための表示設

定ファイル、レイアウトを

管理するテンプレートファ

イルを個別に管理する仕組

みを実装することで、利用

者の要望に応じた主題図

や、対象とする災害に応じ

た表示方法での主題図提供

を可能とした。 

 

達成 

④DSM 差分抽出の 

 精度検証 

DSM 差分抽出アルゴリズム

の確立と、大規模災害にお

ける被害状況の把握に、広

域にわたる高さの変化情報

が有効かを検証する。 

アルゴリズムを確立し、そ

の精度検証において建物倒

壊の被害状況把握を想定

し、建物面積に着目した検

証を行った。200 ㎡以上の面

積を持つ建物に関して

83.3%の抽出率を示し､単純

差分での変化抽出と比較し

ても良好な検出が行えるこ

とが分かった。 

達成 

（３）画像高速処理シ

ステムの開発 
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要素技術 目標・指標 成果 達成度

①L0 処理の高速化 ストリーム方式での中間フ

ァイルの最適なファイル分

割サイズ検討、復号処理ア

ルゴリズムの確立と高速化

手法による処理の高速化を

実現する。 

【性能目標】 

L0 処理：42 秒 

【性能実績】 

L0 処理：26 秒 

 

迅速なプロダクト提供に寄

与できる性能目標を達成し

た。 

達成 

②L1 処理の高速化 画像 I/O について異なる媒

体での性能比較・検討を行

うことにより処理の高速化

を実現する。 

【性能目標】 

L1 処理：70 秒 

【性能実績】 

L1 処理：53 秒 

 

迅速なプロダクト提供に寄

与できる性能目標を達成し

た。 

達成 

③高次処理の高速化 高次処理アルゴリズムの開

発、最適な装置構成により

処理の高速化を実現する。 

【性能目標】 

パンシャープン生成：60 秒

オルソ生成：90 秒 

DSM 生成：180 秒 

【性能実績】 

パンシャープン生成：28 秒 

オルソ生成：20 秒 

DMS 生成：155 秒 

 

迅速なプロダクト提供に寄

与できる性能目標を達成し

た。 

達成 

④大容量データ 

I/F の高速化 

最適化ソリューションの確

立、局間伝送シミュレーシ

ョン実施、最適な装置構成

により処理の高速化を実現

する。 

【性能目標】 

伝送効率：75% 

【性能実績】 

伝送効率：97% 

 

迅速なプロダクト提供に寄

与できる性能目標を達成し

た。 

達成 

（４）先進的地上シス

テムの開発 

   

①撮像予約提供 

システムの開発 

利用者の利便性に考慮した

Web 注文システムの構築を

目標とする。 

【性能目標】 

検索速度：4秒以内 

※アーカイブ検索の前提 

登録母数：1,500 万件 

適合件数：500 件 

同時アクセス数：10 

直観的なインターフェイス

の検討を実施した。 

大量データ表示のレスポン

スを考慮した設計とし伝送

遅延も考慮した描画方式を

実現した。 

アーカイブ検索の速度に対

する大量データの表示性能

目標を達成した。 

【性能実績】 

アーカイブ検索速度：2.4 秒 

達成 

②アーカイブ 

システムの開発 

OGC/ISO 準拠のメタデータ

設計、高速な空間検索を行

うための検索モジュールの

最適化を目標とする。ナシ

ョナルアーカイブを視野に

入れた国際標準に準拠した

最適な OGC/ISO 準拠のメタ

データ設計を実施した。 

高速な空間検索を行うため

の検索モジュールの最適化

を実施した。 

【性能目標】 

達成 
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要素技術 目標・指標 成果 達成度

DB 設計を行う 

【性能目標】 

1500 万件から 500 件のデー

タ抽出：1秒以内 

1500 万件から 500 件のデー

タ抽出：0.488 秒 

③撮像計画管理 

システムの開発 

撮像計画立案処理の高速化

と、撮像機会の向上を目的

としたアルゴリズムの確立

を目標とする 

【性能目標】 

計画立案（衛星運用計画管

理との合算）時間：15 分以

内 

撮像計画時間で性能目標を

達成した。 

計画立案時間：9分 13 秒 

 

注文の締め切り時間を衛星

が飛来する直前（AOS-30 分

前）まで許容できるように

なった。 

達成 

④衛星運用計画管理 

システムの開発 

運用計画立案処理の高速化

を目標とする。 

【性能目標】 

計画立案（撮像計画管理と

の合算）時間：15 分以内 

運用計画立案処理時間で性

能目標を達成した。 

計画立案時間：4分 2秒 

 

注文の締め切り時間を衛星

が飛来する直前（AOS-30 分

前）まで許容できるように

なった。 

達成 

⑤衛星管制 

システムの開発 

運用の省力化・衛星運用自

動化の検討を行い運用省力

化画面の作成を目標とす

る。 

【性能目標】 

ノミナル時 1可視運用中の

運用者操作：0件 

ノミナル時の運用者操作は

0件となり性能目標を達成

できた。よって、運用の省

力化を実現できた。 

達成 

⑥軌道制御 

システムの開発 

軌道決定運用の自動化、手

順の簡略化、軌道決定精度

向上、最速軌道決定実施タ

イミングと処理時間の短縮

を目標とする。 

【性能目標】 

GPS 軌道決定精度： 

3m（3σ） 

最速軌道決定処理： 

20 分 

高い軌道決定精度であり、

かつ高速に軌道決定処理を

実施することができたた

め、衛星運用を安定的に行

うための重要な要素が整っ

たことを確認した。 

【性能実績】 

GPS 軌道決定精度： 

3m（3σ） 

最速軌道決定算出時間： 

11 分 

達成 
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Ｄ－４ 事業化、波及効果について 

Ｄ－４－１ 事業化の見通し 

（１）成果の利用例 

 「可搬統合型小型地上システムの研究開発」は、次の通り成果利用を想定

している。 

ASNARO 衛星シリーズでは、本研究開発成果を利用して地上システムを横展

開する予定である。また ASNARO-1（光学）衛星打上後、校正検証を実施した

上で、必要な手続きを経て民間事業者がこれを利用して、世界マーケットを

対象として衛星画像販売、付加価値プロダクト販売、他のコンテンツやシス

テムと融合したアプリケーション及びサービス展開を行うこと想定している。

併せて本研究開発成果を活用し、主に新興国を対象として衛星システムとし

ての宇宙インフラパッケージ輸出を想定している。 

 

（２）事業化に至る期間 

現状の見通しでは、ASNARO-1（光学）衛星の民間事業者への必要な手続き

後、速やかに事業化への展開を実施する予定である。手続き後は 1 年以内に

実施可能である。 

また、宇宙インフラパッケージ輸出においては、顧客（相手国）の要請を

受けて速やかに着手することが可能である。 

 

（３）問題点の分析と明確な解決方策 

本研究開発成果の主戦場は、世界を対象としていることから各国の状況が

それぞれ異なる。ASNARO-1（光学）の研究開発成果の利用にあたっては、各

国の事情を踏まえた対応が必要である。例えば、衛星画像販売においては分

解能や撮像場所、提供相手等を精査し販売を行う必要がある。また宇宙イン

フラパッケージ輸出においては、システムで利用する部品や機能・性能等に

ついて関係国や機関との調整を踏まえ、慎重に検討する必要がある。 

 

Ｄ－４－２ 波及効果 

 

（１）成果の高度化に関する波及効果の事例 

ASNARO-1（光学）の研究開発成果は、各国の顧客が抱える課題を解決する

手段として利用可能である。例えば、森林管理、農地管理、災害監視及び国

土管理等における基盤情報整備や定点モニタリング等を実施することにより、

現状把握、計画策定、変化抽出、監視を行うことができる。世界では、前述

のようなニーズを持っている国が多数あることから、本研究開発成果への期

待度は高い。 
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（２）当初想定していなかった波及効果の事例 

本研究開発成果の 1 つである先進的地上システムは、システム単体でも機

能するものの、この他の統合運用システム、画像自動判読システム及び内閣

府宇宙戦略室において開発された衛星データ利用促進プラットフォーム等を

組み合わせて利用することにより、より多様な課題を解決する手段として利

用することが可能である。また可搬統合局は、トラックの荷台に衛星管制、

軌道制御、運用計画及びデータ処理、アンテナシステム等をオールインワン

で搭載したシステム構成となっており、新規に宇宙利用を図ろうとする場合

やバックアップ、様々なシチュエーションの現場対応等に活用することが可

能である。 
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Ｄ－５ 研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等 

Ｄ－５－１ 研究開発計画 

本研究開発は当初、平成 21 年度から 4か年で実施する計画であった。システ

ム開発の全般においては大規模システム開発であることや、事業計画に年度単

位の工程計画が定義されていたことから、ウォーターフォール・モデルによる

システム開発を実施した。年度毎に研究成果を確定し翌年度の工程に引き継ぐ

ことで工期遅延もなく事業を継続することができた。個々の研究開発において

は、研究要素を絞りプロトタイピングと評価を反復的に実施するイテレーショ

ン開発手法を適用した。これにより研究の進捗を確認しながら短いスパンで研

究内容の方向修正を行うことができ、最終的な目標の達成に貢献した。 

なお、衛星の打上げ日程が当初予定の平成 24 年 12 月から複数回の日程変更

を経た後、最終的に平成 26 年 11 月へと約 2 年間延期となった。そのため、打

上げ前準備の最終の試験作業は複数年度にわたり実施することとなった。 

表 D-5-1-1 に本研究開発のスケジュールを示す。 

 

 

表 D-5-1-1 研究開発計画 

実施項目／年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

工程計画

    

  

（１）可搬統合局の開発       

車両総重量の軽量化       

アンテナ搭載型車両       

展開設置の高速化       

（２）画像統合運用システムの開発       

統合運用の検討       

主題図作成の自動化       

主題図様式のテンプレート化       

DSM 差分抽出の精度検証       

（３）画像高速処理システムの開発       

L0 処理の高速化       

L1 処理の高速化       

高次処理の高速化       

大容量データ I/F の高速化       

（４）先進的地上システムの開発       

撮像予約提供システムの開発       

概念

設計

基本/ 

詳細設計

プロトタ

イプ開発

製造・ 

試験 

 

試験・実証 

 

※打上げが複数回延期されたこ

とにより複数年度で実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

189 
 

実施項目／年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

アーカイブシステムの開発       

撮像計画管理システムの開発       

衛星運用計画管理システムの開発       

衛星管制システムの開発       

軌道制御システムの開発       

（５）データ標準化の検討       

OGC 国際標準を利用した分散検索       

メタデータ集積による統合検索       

（６）総合システム開発仕様の達成       

総合システム開発仕様の準拠       
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Ｄ－５－２ 研究開発実施者の実施体制・運営 

 

本研究開発は、公募による選定審査手続きを経て、株式会社パスコが経済産

業省からの委託を受けて実施した。 

また、研究開発の実施に当たっては、研究開発内容への技術的な助言や実施

結果等への適切な評価をいただくため、衛星分野、衛星画像の利活用、コンピ

ュータアーキテクチャに関わる学識経験者、専門家等、7名の国内有識者による

技術委員会を設置した。 

図 D-5-2-1 に本研究開発（可搬統合型小型地上システムの研究開発）の実施

体制を示す。 

 

小型化等による先進的宇宙システムの研究開発

可搬統合型小型地上システムの研究開発

一般財団法人
宇宙システム開発利用推進機構

日本電気株式会社

高性能小型衛星の開発

株式会社パスコ

可搬局の研究開発
画像統合運用の研究開発
画像高速処理に関する研究開発
先進的地上システムの研究開発

助言・評価

技術委員会

（委員長）
一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構
上杉 邦憲

連携・協力

日本電気株式会社

先進的地上システムの研究開発
（衛星管制、軌道制御、衛星運用計画） コンソーシアム

外注・再委託

独立行政法人産業技術総合研究所

衛星画像のデータ標準化の検討

再委託

 

図 D-5-2-1 研究開発実施体制 

 

技術委員会 委員一覧（敬称略、委員長を除き五十音順） 

氏名 職位 所属 

上杉 邦憲 委員長 
一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構 技術顧問 

（元独立行政法人宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究本部 名誉教授） 

齋藤 宏文 委員 独立行政法人宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究本部 教授 

柴崎 亮介 委員 東京大学空間情報科学研究センター センター長 

関口 智嗣 委員 独立行政法人産業技術総合研究所グリッド研究センターセンター長

山本 善一 委員 独立行政法人宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究本部 教授 

横塚 英世 委員 東海大学情報デザイン工学部 専任准教授 

六川 修一 委員 東京大学大学院工学系研究科地球システム工学専攻 教授 
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Ｄ－５－３ 資金配分 

 

             表 D-5-3-1 資金度配分     （単位：百万円） 

年度 平成 21 22 23 24 25 26 合計 

概念設計 269  269

基本設計・詳細設計 

プロトタイプ評価 

 909  909

製造・試験 

データ標準化検討 

 2,000  2,000

試験・校正運用  1,247 292 1,539

合計 269 909 2,000 1,247 292 4,717

 

 

Ｄ－５－４ 費用対効果 

費用対効果は、以下の通り想定している。 

 

■本研究開発成果を活用した画像販売等の事業 

年間当たり35億円以上の売上（40シーン/日×365日×平均単価250,000円）

が見込めることから、衛星ライフを5年とした場合、総額180億円以上の総売

上が期待される。 

よって、初期投資に対するB/C（182.5億円/47.2億円）=3.9以上となる。 

■本研究開発成果を活用した宇宙インフラパッケージ輸出事業 

ASNARO-1（光学）をベースとした宇宙インフラパッケージ輸出を行う場合、

衛星、地上システム、アンテナシステム、輸送（epsilon利用）、教育までの

一式で130億円程度（衛星ライフにおけるメンテナンスは除く）と想定してい

る。現在の新興国の要望から想定すれば、ASNARO-1（光学）の潜在マーケッ

トは3基以上が期待される。 

よって、初期投資に対するB/C（390億円/47.2億円）=8.3以上となる。 

■可搬統合局を活用した宇宙インフラパッケージ輸出事業 

可搬統合局をベースとしたインフラパッケージ輸出を行う場合、対象がASN

ARO-1（光学）衛星であろうが、他の衛星利用であろうが一式あたり12億円を

見込んでいる（国際競争力ある価格）。現在の顧客の要望から想定すれば5台

以上が期待される。 

よって、初期投資に対するB/C（60億円/47.2億円）=1.3以上となる。 

■総合 

これらを総合するとASNRO-1（光学）をベースとした費用対効果B/C（632.5

億円/47.2億円）=13.4以上となる。 
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Ｄ－５－５ 変化への対応 

近年の宇宙開発利用は、かつてない勢いで技術開発が進むと共に新規参入も

増加してきており、競争が激しくなってきている。このような変化に対応する

ためには、本研究開発着手時に整理した基本コンセプトの通り、安価、高性能、

短納期であることは勿論のこと、わが国らしい手厚いサポート体制により対応

していくことが肝要である。これにより先行する欧米の他、新規参入を図って

きている中国、韓国、インドなどにも十分に競争力ある位置にあると考えてい

る。 

また、本研究開発で得たアーキテクチャをベースとして早期に複数衛星によ

るコンステレーションを構築（輸出した相手国システムも組み合わせて）する

ことはもとより、次世代システムの開発を行う必要がある。これにより、世界

での高い競争力を維持できるものと考えている。 

 


